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的の一..・つであるが,中 国軍事力の強化防止を目的 とする輸出規制も看過すべ き














負担を今後 も引き受 けていけるか とい う問題である。また米国企業が海外子会
社を通 じて対中投資をす る.などして,現実に輸出規制を潜 り抜けているという
問題もある。
1米 国のポス ト冷戦の輸出規制体制
米国の輸 出規 制は議会 によ り制定された法案 に基づい て,行 政府が実施 して
い る。 兵器 輸出に関 して 「兵器輸出管理法」(ArmsExportControlAct)によ
る と、国務省が 兵器 管理 リス ト(Muni.[ionsList)を作成 し.政 府 間の兵器移
転 と商 業上 の兵器取引の監督 と審査 を担 当 している。一般商品 ・技術の輸出 に
関 して は 「輸 出規制 法」(Exp〔〕rtAdministrationAct)に基づ いた物 品規 制品
目 リス ト(CommercialControlList)があ り,商 務 省が輸 出 ライセ ンス審査
を担当 している。
米 国 が 輸 出審 脊 で と くに 神 経 を 使 っ て い る の は 両 用 技 術(dual・use
technology)であ る。なぜな らば両用技術 は民 需品の生 産に も軍 需品の生産 に
も応用 で きるた め,民 用 日的 に輸 出され た ものが軍需品生産 に転用され る可能
性 を秘 めて いるか らであ る。航 空技術,電 子技術,通 信技術,核 技術,暗 号解
読技術,コ ンピ ュー ダな どぱ典 型的な両用技術であ る。商務省は,商 務省の処
理権限 内の 申請 は独 自の判 断で処理す るが.軍 事用途に転用で きる可能性の高
い両用技術 に関 して は商務 省,国 務省,国 防総省な どを メンバー とす る運営 委
員 会に提 出する.そ こには各分野 関連 の省 庁間 グループ1,も参加す る。そ こで
意見の一致が得 られ ない場 合にぽ,輸 出政策諮問委員会に上申され る。 まだ異
議があ る場合 には長官 レベルの輸 出行政審査理事会 に上申 し,そ こで も決着が
つ け られな ければ大統領 の決裁 をあお ぐことになる(第1表).こ のよ うな複
1)省 庁 間 グ ルー プ に は 核 輸 出 関 連 〔SNEC〕,ミサ イ ル 輸 出 関 連 〔MTEC).











意 思 決 定 の 部 門
輸 出行 政審 査 理 事 会(ExportAdministrationReviewBoard)
主 席:商 務 省
投 票 メ ン バ ー:国 務 省,国 防 総 省,エ ネ ルギ ー省,軍 備 管 理 と軍 縮
局 長 官
非投 票 メ ンバ ー:統 合 参 謀 本 部 長 官,CIA長 官,時 々 に招 待 さ れ た メ
ン.バー
輸 出 政 策諮 問委 員 会(AdvisoryCommitteeonExportPolicy)
主 席:商 務 省
運 営 長 官:運 営 委 員 会 委 員 長
投 票 メ ン バ ー:国 務省,国 防 総 省,エ ネ ルギ ー省,軍 備 管.曝軍縮 局
局 長 官
非投 票 メ ンバ ー:統 合参 謀 本 部,CIAの 不 拡 散 セ ン.ター ,CIA
時 々 に招 待 され た メ ンバ ー
運営 委 員 会(OperatingCommittee)
主 席:商 務.省
投 票 メ ン バ ー:国 務 省,国 防 総 省,.エネ ル ギー 省
軍 備管理 軍縮 局(す べ ての輸 出許可 を審査 す る権 限 を持 つ)
FBI(III;号解 読 に関 す る許n「を 審 査 す る 〕
非投 票 メ ンバ ー:統 合 参 謀 本 部 長 官,CIA長 官,時 々 に招 待 さ れ た メ
7バ..
核 輸 出 関連 の省 庁 問 グ ル ー プ(SNEC)
ミサ イル輸 出 関連 の省 庁 間 グ ルー プ(MTEC)
化 学輸 出 関連 の省 庁 間 グ ル ー プ(Shiel(1)
商 務省 輸 出 規 制局(BureauofExportAdminisuation)
出所:c【IPM[11a⑪ofv.196.
雑 な プロセ スを採用 しているのほ.ほ か の省庁の意見 を審 査の過程 に取b入 れ
て,両 用技術 が軍事 用途 に転用 され る危険性 を回避す るためで あ る。また,・両
用技 術が軍需品生産 に転用 され にないよ うに,商 務省 は輸 出許1.1」'前検 査『と輸






{'BlueLantern"end-usemonitoringprogram)州;を,国防総 省 は外 国 の ロケ ッ
トを利.用して衛星を発射す る場合 に技術 保障監督 プ ログラム5,を実施 してい る。
輸出規制法以外 に も,法 律 また は決議 案のなかに議 会が輸出規制 に間す る条
項を制定す る場 合 もある,、例 えば歳出法案あ るいは対外援助法案 に米国 の輸 出
規制 ルー ルを遵守す る条項が盛 り込 まれ ることがある。特定の 国 と条約 を結ぶ
時,該 当国に対 して米 国の輸 出規制の遵守 を承認 の条件 とす る ことがあ り,輸
出規制の ルー ルに違反す る国に対 して は,米 国内法に基づ いて 一方 的に制裁 を
課す こともあ る。
ポス ト冷戦期の米 国の防衛戦略 は,米 国の利益に関わる地域 の安 全保 障を重
視す る地域脅威対抗 型の防衛戦略で ある,,輸出規 制の関心 は冷戦期 の共産圏 へ
の 戦略物 資 の輸 出規 制か ら大 量破壊兵 器(WeaponsofMassDestruction,以
下WMD)6Bや高度通常兵 器関連 の物 資 ・技 術 の移転規制 へ と シフ トしつつ あ
るナ1.したが って輸出規制 の対象 国は国際紛争 を引 き起 こす可能性 の高 い国 家
に絞 られ る。具体的に言えばイ ラク,イ ラ ン,リ ビア,北 朝鮮,シ リアな どの
「不法国家」(roguestates)である(Cupitt[2000]p,157)、、
一方,タ リン.トン政権 は国家輸 出戦略 の もとに冷戦 型輸 出規 制の緩和 と輸 出
許可 申請手続 の簡素化 を進め てい る。 輸出規 制の緩和 を推 進す る と同時 に,
WMDや 高 度通常兵器 関連の物資 ・技 術 の移転 規制 といった不拡散 型 の国 際
輸 出規制 レジームを積極 的に構築 している。 この輸出規制 レジー ムは冷戦期 の
い くつか の条約 と組織 を基礎 に拡 張 ・拡大 して きた ものであ る(第2表)。
国際 レジームはあ る特定の問題 領域 に閲 しての ① 基本的な原理/目 的.②
① を達成す るた めに国家 が従 わな けれ ばな らない行動 の ルー ル、③ ① を達 成
4)輸 出され商品が.輸 出許 ロ∫証に明記され.⊂いる輸 出先 で輸出用途 どお りに利用されているか ど
うか.を 国務省が行 う検査。.1990年9月からス ダー トした。
5}米 国の衛星技術 および ロケ ット技術が外 国に漏逸 しないため に国防総省の技術者が現地入 りし
て,警 備 を担当す るプログラム。
6)懐 兵器,化 学 兵器 と生物兵器は大量破壊 兵器 として括 られ る.









70年発 効 。 米 国,ロ シ ア,英 国,
フ ラン ス,中 国以 外 の 国 が核 兵 器
を 開.発し保 有'する こ と を防 止 す る
1992年批 准
こ とを 目的 とす る
ザ ンがL委 員 会(Zal璽;gerC`lmmi.
ttee)として 知 られ て い る もの で,
核関連物質や技術の輸出について











大量破壊 ス ト,す な わ ち ト リ ガ ー ・ リ ス ト






(BWC) 75年.発効 【984年参 加
85年6月 発 足 。
化学兵器の生産に使用されうる化
オー ス トラ リ ア ・ 学 物 質 の輸 出 管 理 グ ルー プ 。 ゾ ル
グ ルー プ(Austr一一プの構成国が,輸出管理対象 と 参加していない






















ワyセ ナ ー協 約 米国のイニシアティブでCOCOM 中 国 は こ の レ ジ ー
通常兵器 〔WassenaarArra.後の多国間輸出規制体制の一つと ムの規制対象国




す るため の国家 間の対話.交 渉の場の設定 と決 定に関す るルー ル,そ して ④
ルー ル違 反 お よ び紛 争 処 理 に 関 す る ルー ル,か ら成 り立 つ もの で あ る
(Krasner[1982])。不拡散型輸 出規制 レジー ムは参加 国の合意の上 に形成され
た ものであ るが,そ の実施 は各国 の国内法 に基づ いて なされ るため に.各 国 に
遵守 させ る国際的な強制力 を もってお らず,「弱い レジーム」 といわざ るを得
ない。例 え一ば,ミ サ.イル関連 技術 の輸 出規 制体制(MissileTechnologvCon-
tro且Regime,以下MTCR)は 一種 の紳士協 定で あ り,正 式な条約で はない。
MTCRの 正式参加 メンバーで はない国がMTCRの ルー ルを遵守す る と表1明
した ときに,米 国 と覚書 を調印 しMTCRの 遵守 国 とな り,違 反す る と米国の
国内法に基い て制裁 され ることにな る。米 国の法律 には違 反の証拠 が必 要 と定
め られているが,米 国が提供で きる違反の証拠 は米国 の衛星か ら撮 った映像 と
秘密情 報で あるため,証 拠の信 憑性 は疑 問視 されて い る(SwaineandJohn-
ston[1999]p.112>。
米国 は国際輸 出規制 レジームを有効 に機能 させるために,他 国 との協調 を重
視す る 「多国間主義」,「二 国間の交渉」お よび米国の圧倒 的な軍事力 ・経 済力
を背景 にルール違反国に制裁 を課す 「一方主義」 とい った外交手段 を併用 して
い る。
WMD兵 器 の拡散 国 と 日され てい る中 国 は,国 際輸 出規制 レジー ム の維




中国が紛争地域(中 東,南 アジア)へ弾道 ミサイルおよび核技術の輸出をした
8)米 国 が 最 初 に 中 国 に抗 議 した の ば1987年の こ とで あ る 、.10月に イ ラ ンが 中 国か ら輸 入 した シル
タ ワー ■、と して 知 られ る 短 距 離 対艦 ミサ イ ル 「海鷹 」fly-2を用 い て.米 国 の護 衛 下 に あ っ た タ
ン カー を 攻 撃 した か らで あ.る(大橋[1998]92ペー ジ)。
ポスト冷戦の米lipの対中輸出規制政策(353)69
ので ある、.,中東 における米国の政策 目標 は,イ ス ラエルとアラブ諸国間の和平
の達成.湾 岸地域 の安定,か つ同地域 の石瀬資源へ のアクセスなどであ る。 し
か しイラン,イ ラ ク,リ ビアお よび シリアは核兵器 および ミサ イル能力の増強
を求めてお り,域 内 の安定 にとって最 も重 大な脅威 となっている。そ こへ中国
は核 ・ミサイルの輸 出を行 ったのであ る。また中国は長年 にわた ってパ キス タ
ンに核 開発 を援助 してお り,パ キス タンと印度 の核兵器 開発競争 を激化 させて
い る一因 とな っている。 米国か ら見れば中国によるの核 ・ミサ.イルの拡散は,
米国の利益 お よび政策 目標 に反す る。当然米匡1は中国に対 して輸 出規制 を求め
た。一方,中 国か らみれ ば,世 界の最大の兵器輸 出国で ある米 国が 自国の武器
輸 出 を棚 に上 げて中国の ミサ イル輸出を規 制する ことは言語道断であ り,当 然
反発す る(『毎 日新聞11991年U月15日付)。 しか も米国は82年に中国 に対 して
台湾への兵器売却 を中止す ると約束 した にもかかわ らず,台 湾へ兵器 を輸出 し
つづ けている。また80年代か ら国際兵器輸出市場 に参人 した中国の兵器輸出 は,
イラ ン ・イラク戦 争中の1987-88年に ピー クを迎 え,そ の後 は減少 して90年代
の半ばに はピー クの時 の六分の一 に下が ってお り,米 国の兵器輸 出額の4%に
す ぎないので ある。 中国の通常兵器 は品質が悪 く輸 出競 争力 を持 ってい ないの
で.外 貨獲得 のために中国の軍需企業は,核 ・ミサ イルの輸 出を行 ったのであ
る.も ちろん,南 ア ジアや 中東 に おけ る発 言力 を高 め る とい った政治 目的 も
あ った、.、したが って中国は輸出規制要求 に強 く反対 したので ある。 中国 と して
はMTCRの ガイ ドライ ンは中国抜 きで決定 された ものであ り,そ の遵守 を一
方的 に押 し付 けられて も受 け入れ る ことは出来ない し,ま た ミサイルの輸ll.槻
制を禁止 するな ら核兵器 の運搬手段であ る戦略爆撃機 の輸 出 も規制すべ きだ と
室張 したので ある。






米国は 中国が核 ・ミサイル技術 の不拡散 を遵守する ことを条件 として,対 中人.
工衛星およ び核技術 ・施設 の輸 出を許可 したのである。 その際,も し中国が違
反 した場合 には制裁措置 をとる,と 米国 は示唆 した。
中国の核 ・ミサイル技術 の拡散 を制約す る米中間の条約 は二つ ある。一つ は
人工衛星の打 ち上げサー ビスに関す る協定であ り,も う一つ は原子力平和利用
条約である。
1988年10月か ら翌年1月 にか けて米 中両国 は人工衛星 の打 ち上 げサー ビスに
関す る交渉 を行 い,一 連 の協定 に調印 した。 これ らの協定期 間は6年 間で あ り.
人工 衛 星打 ち上 げサー ビスの価格 や 関連技 術 の拡 散防 止 な どが 定 め られ た
(Sutter[1996]p.124)。この協定 に基づいて,米 国製人工衛星 の中国向げ輸 出
ライセ ンスが許可された。 中国69--8D年代後半か ら人工衛星打 ち上 げ ビジネスに
参 入 していたが,世 界大部分 の人工衛星 は米国製であるか米国製部 品を使用 し
てい るため,人 工衛星 は対 中輸 出禁止 の品 巨に属 してい るので,そ の輸 出規制
緩和 を用い るこ とによ り中国 のMTCRへ の関与 を確か な ものにす る狙いを米
国 は もっていた ので ある(大 橋[1998]田ペー ジ)。この協 定が終 了 した95年
1月 に,2000年まで にn回 の打 ち上 げ を認 め る新協 定が締結 され た(USTR
[1990])o
米国が 中国の核技術 拡散 を制 約す る条約 は,原 子力平和 利用条約であ る。米
中原子力協力協定の交渉 はユ981年か ら始 ま り.84年4月 に仮調印がなされ翌年
7月 に正式 に調 印された。 しか し,米 国議会 は中国 に供与す る原.子炉や原子力
技術が平和 目的 に限 って利用 され るのか,ま た核拡散防1Lを確認す る手段が十
分 に保 障されて いるのか,と い う不 安を持 っていた。 さ らに中国が パキス タン
の核兵 器開発 に関与 してい るとい う疑惑 も強 く持 っていた。議会 は米国の原子
力 法に基づ いて,中 国の核関連技術 の不拡散 の確認 を大統領 に義務づ けたが,
その後 も中国の核関連技術 輸出 に対 す る疑惑 は払拭で きず,天 安 門事件後 の制
裁 も加 わって,結 局 この条約 は批准されなか った,
1991年6月,中国長城工業公司 と中国機 器進 出口総公司がMilミ サ イルの
ポスト冷戦の米国の対中輸出規制政策(355)71
発射台をパキ スタンに供与 した,と 米国 は断定 した。 ブ ッシュ政権 は 「兵器輸
出規制法」に基づ き.米 国製通信衛星用部品 と高速 コ ンピュー タの対 中輸 出を
認め ない方針 を明 らか に した。 同年11月ベー カー国務長官の訪 中時に,制 裁解
除を条件 として,MTCRの ガ イ ドラインを遵守す る旨を中国 は表明 した。 こ
れを受 けて対 中制裁は92年3月 に正式 に解除 された。翌年 にも中国が ミサイル
関連 物資 ・技術 をパ キス タンに売 却 した との疑惑が持 ち上 がったが,中 国は
MTCRの ガ「イ ドラインには違 反 してい ない と主 張 した、調査 の結果,93年8
月 に中国の行 為はMTCRの ガイ ドライ ンに違 反す るとして,米 国は2年 間の
電子 機器,軍 馬機 関連技術 ・部品,通 信衛星技術 ・部 品な どの禁輸制裁を発表
した。
その後米中両国は ミサイル拡散防.ILに関す る交 渉を続 け,].994年1⑪月 に共同
声明が なされ,中 国側がMTCRの 対象 とな ってい る ミサ イル と同部品の輸出
を行 わ ない 旨を約束 し,そ の結 果11月1日 に米 国 の対 中制 裁 は解 除 された
(GAO[1995a]p.17)。中国が約束 して間 もな く,ま た新 たな疑惑が浮上 した。
それ は96年2月 の イ ランへのC-802対艦巡 航 ミサ イルの輸 出,パ キス タンヘ
ウラ ン濃縮用 ガス遠心 分離機に使わ れる円形磁,F5000個の輸 出,と い う疑惑で
ある(Gill[1998])。米国は再 度制裁発動 を示唆 した。 しか し制裁がい った ん
発動 され ると米国政府は対 中援 助を停.ILするこ とにな り,そ の なかには米 国輸
出入銀行 の投 資保障の停止 も含'まれ る。輸出 入銀行の投資保 障がな くな るこ と
は,対 中投資 を してい る.企業に とって投 資 リスクが高 くな ることを意味 してい
る,,人権問題や台湾問題ですでに ぎくしゃくして いた米中関係 をさ らに悪化 さ
せか ねない。米国政.府は輸 出人銀行 の100億ドルの投 資保障停止 を30日延期す
る と発表す る一方,中 国 に対 し輸出停止 を求 めた,,クリン トン政権 は5月10目
に 「制裁 を科 し得 る行為があ った と断定 す る十分 な証拠が ない」 と して制裁発
動 を 見 送っ た もの の,中 国 と不 拡散 に 関す る交 渉 を 続 け た(Johnsetal.
[1998]p.9),,97年9月中国外 相銭其深が 中国は今 後 イラ ンに巡航 ミサ イル を
売却 しない 旨 を オル ブ ライ ト国務 長 官 に約 束 し,交 渉 を終 了 させ た(Gill
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「1998])、97年秋 の江 沢民国家主席訪米 の際,中 国は第三 国へ の核 関連技術 ・
施設 の供与停止 を約束 した見返 りに,米 中原子力平和利用協定 の凍結解 除な ど
の成 果を獲得 した(『人民 日報』1997年10月31日付)。
米中間 におい てと くに争議 とな って いる ミサイル不拡 散に関.して,「違反一
制裁一:交渉一 合意一制 裁解 除」 のパ ター ンが.見られ る。 中国 はMTCRを 批判
しなが らも,米 国 の1土方の もとに遵守を約束 した。 そのほか に も軍備管理 に関
す る国際条約 に調印 した(第2表)。 米行政府が議会 に説明 した不拡散 に関す
る米 巾合意 内容 は.以下の四項 目であ る。①1996年5月 にパ キス タンに円形磁
石 の輸 出を したが,今 後保証措 置LU;の施されない核施設 には支援 を行わ ない,
② 中国 は 「核輸 出規制規則 」を97年9月 に公布 それ に よって核 関連 輸出 を
自制 し,98年6月 にまだ改正 して二重用途 品目まで をカバーす る,③ 中国 は
84年に国際原子力機 関(IAEA)に 加盟 し,ま た92年に核不拡散条約 に も加 入
した。97年10月に核輸出国委員会に も参加 した。 その他核 拡散防止条約 の類 の
国際的拡散防IE規範を支持 し,化 学兵器禁止条約 を批准す るな ど,よ り責任あ
る供給政策 を尊人す る、.、またMTCRの 制限下に置か れる地対 地 ミサ イルの完
成 品の輸 出 は行わな い とする94年の約束 を再確 認 した(Johnsetal.[1998]p.
16)。
こう して米国の 「アメとムチ」 政策 は中国に不拡散 ルー ルを遵守 させ ること
に成功 した。 中国 の軍 備 管 理協 約 の 参加 率 は1970年の10-20か ら96年の
85-90%'に上昇 した。 中国が参力1.1した背景 には軍備管理 の重 要性の認識 国際
威信 の向上 などさまざまな要因が あるが1".米国 の圧力が重要 な要 因の一つ で
あ るといわざ るをえない。 しか し,約 束が守 られ るか どうか,中 国企業 が政 府










ユ989年天安 門事件のあ とブ ッシュ政権 は行政命令 「政府 ・商業ベー スの兵 器
輸出 の停止」 を発 した1㌔ そのなか に兵器 ・軍備施設 の中岡向け輸 出の全面停
止,米 国製人工衛星の中国向け輸 出g禁 止,原 子力設備 ・技術 ,核 兵器製造 に
流用 しうる物資の中国向けMT,禁止 などが盛 り込まれた。ただ し国益 のために
は,あ るいは中国の人権 問題が改善 された場合 には,大 統領 は制裁 を免除で き
る。 プ ッシュ大統領 は米 中関係 を改善す る為に この免責条項 を利用 し,制 裁以
前 の契約 を履行す る形で少量の兵器を中国に輸 出 したが,新 規兵器輸出契約 は
結 ばなか った。中国が米国か ら輸入 した兵器 は中国製F-8-II戦闘機用 の アポ
ニ ックス2セ ット,対 大砲用 レー ダー2台,対 潜水艦用魚雷4基 および少量 の
軍需生 産設 備であ り.金 額 に して3、630万ドルで あ る(GAO[1998a]p.6).
もっとも1990年か ら96年までの米 国か ら中国への兵器 輸出は中国兵器輸 入総額
の3,4%しか 占めて いない 励 磁,p,9)。
FU諸 国 も米国 との.協調政策 を とり,対.中兵器輸出 は制裁以前の契約の履 行
に とどめ.少 量 の新規契約 を交わ しただ けで あ るが,中 国 の兵器輸入 に占め る
EU諸 国 の割 合 は2.3%にす ぎない、,EU諸国 の轍1.1規制 は米 国ほ ど厳格 な も
ので はな く.制 裁 の実施 も各国に委ね られ ている。RU諸 国は中国へ兵 器を輸
出 しよ うと思 えば.そ してその政治 的な帰結 を負担す る覚悟があれば,い つ で
も対 中輸 出は可能で あ6_EU諸 国が対 中制 裁を解除 した時,い か に対応す べ
きか,と い う問題 に米 国は直面 して いる(流 記,p.12)。
米国 と欧州の対 中制裁が ある ため ,中 国 は兵器 の輸 入先 を変え ざるを得 な
か った。1990年か ら96年まで中国兵器輸入の90%はロシア,中 東(主 にイス ラ
エ ル)か らであ る(GAO[1998aコp.2)。イスラエルに対 して米国はあ らゆ る
外交手段 を駆使 し,対 中輸出を止めさせ ようとし,つ いに2000年夏 にイスラエ
ルに中国 との空中警戒管制機の輸出契約 をキ ャンセ.ルさせ た、米国は中国が空
13)伽罰　細'伽 ・瞬 λ・　　 ・・エ・(わ・騨 ・ム・3…加 ,Vol.45,1989.pp.519-521.
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中警戒管制機 を人手す ることは,ア ジ ア周辺諸国だ けで はな く.米 海軍の作戦
に も大 きな脅威 にな ると考え たか らで あ る(Financial1.'imes,July14.2000)。
しか し,中 国の最大 の兵器輸入先であ るロ シア に対 して は効果的 な阻止手段 を
もっていない,、90年代 に中国 はロシアか ら ソブ レメ ンヌ イ級駆逐艦,Su-27攻
撃機,MIG-31戦闘機,.T-72戦車,Mi-17ヘリコプ ターを購 入 して お り.ロ
シアに とって中国は最大 の兵器輸 出先であ った。さ らに96年に中国 とロシアの
国家首脳 は 「戦略的 なパー トナー シップ」 を構築 し,経 済,軍 事面 の交流 を深
めてい くと宣言 した。 このために,米 国が 中国 の兵器輸 入に関 して有す る効果
的な手段 は限られて いるといわざ るを えない。
2)両 用技術 の対 中輸 出規制
両用技術 の輸 出規 制緩和 に関しては,米 国内 にも異な った意見 が存在 してい
る1㌔ 中国 を米国に対 抗す る 「次の超大国」 とみ る強硬 派論者 は,中 国を早い
段階で封 じ込め るために対 中輸 出規制 を強化すべ きだ と主張 している。一方,
中国 との貿易拡大を通 じて米 国の経済 的利益 を追求すべ きとの見方 もある。中
国の市場 は米国企業 にとって重要であ り,と くに技術 ・環境製品 と電気通信分
野 における中国市場 のポ テ ンシャルは極めて大 きい。 このよ うな認識か ら商務
省 は 中 国 を 「巨 大 新興 市 場 」.の首 位 に位 置 付 け て い る くDOC[1995]PP
73-76)。商務省,財 務省,同 家経済家.全保障会議な どほ中国 との貿易拡大 の障
害 となる輸出規 制緩和 の先頭 に立 ってい る。
「輸 出規制..1優先 と 「輸 出拡大」優先 との間で慎 重な態度 をとるべ きとの意
見 もある。 中国 は台湾海峡 ・南 シナ海 な どの紛争地域に深 く関与 してお り,中
国の軍事力強化 は東 アジアの同盟 国に とっては脅威であ る。 中国への両用技術
の供与 は中国の軍事力 の強化 に繋 が りかね ず,結 果 として米 国の 国益 に悪影響
を及ぼす。そのたゆ,中 国に対す る両用技 術の輸出には慎重 な態度 を とるべ き
との主張であ る。
90年代の米国政府は こうした各種意.見を総括 して,中 国の軍事 力増 強に関係
141k}中封じ込めか関与か,その政策論争.はShambaughl1996]を参照のこと、
ポ ス ト冷 戦 の 米 国 の 女首回■輸 出現 先1]政策(359>75
のない技術の輸出規制を緩和 し,対中輸出拡大を促進すると同時に,兵器 ・軍
事技術あるいは軍事利用に転用され うる技術 ・設備は厳 しく規制するという
「デュアル ・トラック」(DualTrack)政策を採用 した。輸出規制の緩和は米
中貿易を拡大させるのみならず,中 国の近代化に.貢献 し,米中関係をより強固
なものにすることがで きる。この時期に中国に対 して厳 しい輸出規制措置をと












運営委員会に提出 しなければならない。 しか し,国防総省によると,商務省は





15)米国 防省 の 「東 アジア戦略報告』(1998年版)は 対中関係 を以下の ように述べ ている。2020年
に国民総生産で 中国が米国 を追い抜 いた として も,一 人当た りで ば米 国の約40%で.情報技 術力
の差な どもあ り,米国 は経済.軍 事 の両lrl1で中国よ りも優位 に立 ちつづ けよう。また中国の兵 器
近代化 の進展 ば,先 進的な科学技術 の導 入の可否にかか ってお り,かつ兵器製造の工業技術 の本
革の改善 によるので.米 国に挑戦 して くるのは2015年以 降である(U.S,D{〕D[1998]),
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第3表.米 国の二重用途技術の輸串許可情況
目的地 申請件数 許可件数 許可率幌)
自 ヒLl世界 6,924 5,966 86.2
IHCOCOM 1,930 1,642 85.1
そ の 他 562 448 79.7
中 国 622 423 68.0
全 体 10,038 8,749 84.5
出所=U.S.BXA[1995].
低いため,米 国の民用技術が宇宙,航 空産業に転用されたという疑惑 も存在 し
ている。会計検査局は商務省に対 して定期的に他省庁に対中 ミサイル関連の両
用技術の輸出状況を報告すること,そ して他省庁と協議 して審査の基準,照 会











161996年中国の長征3B号 ロケ ッ トによ るローラル杜 の人工衛星発射 か失敗 した。失 敗原因の調
査の過程で,ロ ー ラル社 の ロケ./・トA運技術が中 国側 に漏れた,と い う疑惑が持 ち上が った。1司
年 にマ ク ドネルダグラス社 が民生用 と して輸 出 した工作機械か戦闘機,巡 航 ミサイ ル工場へ移転
され たとい う疑惑が浮 上 した(ピIAO[19961)..98年夏 に も米国の ロケ ット技術 の対.中漏 洩疑惑
が発覚 して いる.
ポス ト冷戦の米 国の対中輸II上1規制政策 :.361〕77
1皿 米国の対中輸出規制政策の問題点
米国の対中輸出規制は大 きく二つ の問題 を抱 えてい る。一つ は効 果的な対 中
輸出規制を行 う為にほかの国の協力が得 られ るか,と い う問題 であ り,一 つ は
米国企業が輸 出規 制によ る経済 的負担 を受 け入れ られ るか,と い う問題 である。
他国 の協 力 につ いて,兵 器輸 出に関 して は現段 階で はEU諸 国の協 力 を得
てい るが,そ の協.力がいつ まで続 くのか,EU諸 国が対 中輸出 を再 開 した場合
にどのよ うな対 策 を取 るべ きか,と い う課題 が ある(GAO[1998a]p、12)。
両用技術に関 しては,米 国の技 術力が絶対的 に強 か った時代 は,米 国が実施す
る規 制品 目は米国以 外では入手不可能であ ったために効果 を持 っていた.し か
し,ELTdpi国,日本の経済力 ・技術力の 向上 によって,米 国のハ.イテク技術 の
優 位性 は次 第に失われつつ あ り,米 国が対中ハイテ ク技術輸出 を規制 して も.
EU諸 国や 日本か ら1司程度 の技術を購入す るこ とが可能 とな.ってきた。米国が
規 制の効果 を保 障す る にはEli諸 国や 日本の協 力が必 要であ る。 しか し,国
によって国益が異 な り,中 国 に対す る脅 威の認識 も異な り,対 中輸出拡 大競争
が激化 している現在,米 国が他 国の協力 を得 られ るか どうか はかな り難 しい問
題 と言わ ざるをえない。国際輸 出規 制 レジームはある もの の,そ れ は 「弱い レ
ジーム」 にす ぎず,未 国が 自国の規 制政策 を他国 に強制すれば,他 国 との軋轢
を引 き起 こ しかね ない状況 なのであ る、
もう一つ は米国企業 の経 済的負担 であ る。米国企業,特 にハ イナ ク企 業は よ
り大 きな損失 をこうむ っている。ハ イテ ク産業は米国が競争力を もつ産業で あ
り.輸 出主力 産業 であ る。 そ して中国市場の需要 も大 きい。 しか し輸出規制 の
ゆ え に輸 出す る ことが で きな いの で あ る。商 務 次 官 レイ ンシェ(William
Reinsch)は,米国企業 は 日本企業 に30億ドルの ビジネス機.会を取 られ たとい
う。 その原 因は,日 本 は進 んだ技術 を移転す るし,し か も他の条件 をつ けない
か らであ る。 また 米国 の対 中輸 出許可申請に は時間がかか るこ と,す なわ ち他
国へ の輸 出許 可審査期 間の平均が29日であるのに対 し,対 中輸 出許可の所要平
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均が54日であ ることも問題点 と して指摘 されてい る。遅延 のために ビジネス機
会 を奪 われ て しま うので ある(R.einsch[1998]).1992年の制裁以後 の米国 の
輸出損失は,毎 年4-5.億 ドルに達す る と見込 まれてい る。 このよ うに米国 政
府の対.中制裁 と輸出規制 は米 国企業 に とって経済的負担で あ り,当 然産 業界は
輸出規制 に反対 してい る。
米国企業の 中には政府の規制 を潜 り抜 けるた めに,海 外 の子 会社 を経 由 して
中国 に技術輸出 をしている企業 もある、:,例えば,米 国企業 アライ ド・シグナ ル
ズ(AlliedSignals)社は中国企業 と航 空用 ジュ ット ・エ ンジ ンの生 産 を試 み
たが,そ の技術が ミサ イルに搭載 される危 険が あると して,1995年8月に合弁
生 産の申請が商務省 に却下 され,そ れによ って同社 は5億 ドル相当の ビジネス
を失 った。 一方97年1∫1に米 国企 業 ユ ナ イテ ッ ド・テ クノ ロ ジー(United
Technologies)社は カナ ダにあ る子 会 社 プ ラ ッ ト&ホ イ ッ トニー(Pratt&
Wbimey)を通 じて四 川省 成都市 に ジェ ッ ト・エ ンジン生 産の合 弁会社 を設立
した。 この場合 も同様 に当該エ ンジンが ミサ イルに使われ る疑惑 を指摘 され た
が,中 国企業 との合弁生産 を行 ったのは カナ ダの企 業であるため,米 国政府 の
権限が及ばないのである(FurEaster.nEconomicReview;August14,1997,pp.
14-16)。
輸出促進 と国家安全保 障 をめぐる意見 は二つ に分 かれ てお り,「輸出市場 の
拡大」 と 「世界覇権 国の国家安全」 のはざまで,米 国の輸出規制政策は ジ レン
マ に立 たされている。
IVむ す び
本稿で は.ポ ス ト冷戦の米国の対 中輸 出規制政策 を考察 し,米 国の対中輸出
規 制には中国に不拡散 レジー ムの ルー ルを遵守 させ るこ とと中国の軍事力増強
に寄与 しない という二つ の目的がある ことを指摘 してきた、
米国は冷 戦後 の不拡散型国際輸出規制 レジー ムの効果 を保障す るた めに,中
国 と交 渉を続 けてきた。 中国 に不拡 散 レジームのルールを遵守 させ るため,ア
ポスト冷戦の米国の対中輸出規制政.策(363)79
メ(対 中輸出規制の緩和)と ムチ(対.中制裁)を 巧み に使 い分1すて きた。中国
が国際不 拡散 レジー.ムの ルールを遵守す る旨を表明 したため,米 国の政 策はそ
れ な りの効果 をあげた といえる,,しか し,中 国か ら見れば,米 国が 自国の兵 器
輸出 を規 制せ ずに他国のみ に規制 を要求す ることは身勝手であ り,偽 善 的で利
己的な行 為で ある。米 国は中国 に国際輸出規制 レジー ムを遵守 させ るには,制
裁や圧力 をか け るだけではな く,率 先 して手本を示すべ きであ る。 中国 にほ過
去 に度重 なる違反事例 があ るので,米 国が中国の約束 を完 全に信用す る とは思
われない。今後 とも不拡散問題 に関す る米中間の交渉 と取 引は続 くであ ろう、
他 方,米 国 は 「潜在 的な敵国」の軍事力を増強させ ないために兵器.両 用技
術 の対 中輸出規制 を強化 してい る。 この点か らみれば,米 国の対 中政策 は中国
の対 応次 第で は敵対的 な 「封 じ込め」に転ず る可 能性 を秘 めている。 しか し,
中国 の軍事力 を増強 させないための対中輸出規制 の効果 は きわ めて疑わ しい も
ので ある。EU諸 国,日 本 などの国 々が技術 面で米国 を追い上 げている し,米
国ほ ど厳格な対中規制 を行 っていないので,そ の技術が 中国に輸出 し移転され
る可能性 はきわめて高 く,し か もそれを阻止 する米国 の権限は限定的な ものに
すぎない。また,対 中輸出規制 を強化す ると米国企業 の対 中輸 出に不利 に働 き,
産業界の反発 をうむ。逆に対中輸 出規制 を緩和すれば,潜 在的 な敵 国の軍事 力
を増強させる恐れがあ るとして,対 中強硬派 に反対され る。対 中輸 出規 制を ど
の程 度まで実施す れば,安 全保 障上 の利益 を最大化 し,経 済負 担を最小 限に し,
中国 に最大限の譲 歩を引き出せ るかが,米 国政府 の課題で ある。
2001年就任 した ジ ・1一ジ ・W・ ブ ッシュ大統領 は中国 を 「戦 略的競 争者」
(strategiccompetitor)と呼んで対 中強硬姿勢 を示 してお り,さ らに台湾 へ の
兵器 売却,米 国偵 察機事件 などによって米中関係 が黒化 してい る。 当面米国政
府 は経済利益 よ りも安全保障を重視 し,対 中輸 出規制 をさ らに強化す るだろ う,,
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